
福島復興再生基本方針（平成２４年７月１３日閣議決定）抜粋 

 

第２         復興  再生      に  が  に  す き 策

に関する基本的な事項 

 

事故後における東京電力株式会社福島第一原子力発電所 安全確保は、（１） 課

題へ 対応 前提となる最も重要な課題である。こ   、そ 安全性について  

者をはじ とする住民に疑念を持 れることがないよう、「東京電力（株）福島第一

原子力発電所１～４号機 廃止措置 に向け 中長期ロードマップ」（平成23年12

月21日原子力災害対策本部・  ・東京電力中長期対策会議）に基づき、国  東京

電力株式会社が密接に連携して、廃止措置 に向け 中長期 取組を引き続き  に

  るも とする。 

そ 際、東京電力株式会社福島第一原子力発電所１～４号機は仮設 冷却 設を使

用しているが、作業に伴う再臨界、水素爆発、汚染水 漏えい を防止するとともに、

自然災害 発生によって再 事故が拡大すること ないよう、あらゆる可能性につい

て検討 うえ万全 備えを講ずるも とする。 

ま 、これら 取組状況について、福島 住民  国民ほかあらゆる者に対し迅速

かつ分かりやすく公表し、透明性を確保するも とする。 

さらに、事故を起こし 原子炉  長期間停止する原子炉 事故想定 （ＵＰＺ 

 範囲を含む）を明確にするとともに、緊急時 適切な防護措置 内容  資機材 

整備 方針などに関し、福島県  情を踏まえ、防災指針を策定するも とする。 

 

第３    による     安   そ   安 して らすこと できる生 

        に  が  に  す き 策に関する基本的な事項 

 

これら 取組 前提として、国は、東京電力株式会社福島第一原子力発電所 事故

 一日も早い非常事態宣言 終結に全力で努 るとともに、東京電力株式会社福島第

一原子力発電所 状況を随時分かりやすく国民に公表する。そ 際、作業従事者  

  管理・緊急被ばく医療 強化 安全対策  処遇内容 充 を図る。ま 、国は、

東京電力株式会社福島第一原子力発電所 事故 際 ＳＰＥＥＤＩ情報 扱いに関

する指摘を踏まえ、緊急時 情報 発信や、   に関する情報 提供について、国

民 信頼 回復に取り組む。 
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第６   な 業      業 国際  力 強化に  する取組そ    的

な 策へ 取組 重 的な     に  が  に  す き 策に関する

基本的な事項 

 

廃止措置・事故再発防止対策については、東京電力株式会社福島第一原子力発電所

１～４号機 廃炉に向け 研究開発・事業  や、  な原子力安全規制体系 下で

 規制関係人材 育成における福島 拠 化を  る。 


